
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 7 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認新潟地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



新潟国民年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 61 年４月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 61年４月 

             ② 昭和 62年４月 

             ③ 昭和 63年４月 

    60 歳になるときに年金見込額を調べてもらい、３か月の未納期間がある

ことが分かった。その後、「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認

したところ、申立期間の保険料が未納となっていた。改めて国民年金の納付

記録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け

取った。 

    申立期間当時、勤務していた会社との雇用契約期間が年間 11 か月間であ

ったため、１か月間の空白ができてしまうので私自身が国民年金の保険料を

納付書で納め、その領収書を会社に渡して保険料をもらった。 

    会社の同僚の中に同じ雇用契約で同様に国民年金の保険料を納付してい

た者がいたのに、私だけ申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」

の「被保険者となった日」欄には、「昭和 61 年４月１日資格取得、昭和 61年

５月６日資格喪失」と記載され、Ａ市のゴム印が押されていることが確認でき、

申立人と同じように保険料を納付したとする同僚二人は、オンライン記録によ

り申立人の記録と同様の資格記録になっている上、同年４月分の保険料が納付

済みとなっていることから、申立人もその主張する納付方法により保険料を納

付したと考えるのが自然である。 

   しかしながら、申立期間②及び③については、申立人の所持する年金手帳に



資格取得及び資格喪失記録の記載は無く、Ａ市役所作成の国民年金被保険者名

簿の資格事項欄についても昭和62年４月５日以降の資格記録が平成14年９月

２日に一括追加されたことが確認でき、この時点では、申立期間②及び③は時

効により保険料を納付することはできない。 

   また、申立人の会社の上記同僚二人についても、申立期間②及び③は未加入

期間となっており、国民年金の再加入手続が行われたことは確認できず、その

うちの一人は、「会社が国民年金保険料を負担してくれたのは、昭和 61年４月

分だけだったと思う。」と証言している上、申立人のオンライン記録及びＡ市

役所作成の国民年金被保険者名簿の記録に不自然さは見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、申

立期間①の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



新潟国民年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53 年４月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から同年９月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

昭和 52年 10月の結婚を機に、義母が、私の国民年金に係る加入手続を行

い、義母の預金口座から口座引落で保険料を納付してくれているはずである。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立期間は６か月と短期間である上、申立人は、申立期間以降の国民年金加

入期間の保険料をすべて納付しており、申立人の保険料を納付したとするその

義母は、家族全員の国民年金保険料をすべて納付しているなど、納付意識は高

かったことが認められる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿によ

り、昭和 55年６月 23日に払い出されたことが確認でき、この時点では、申立

期間の保険料は過年度納付が可能である上、申立期間前６か月の保険料は同年

６月 30日に特例納付されており、申立期間後 18か月の保険料は同年 11月 20

日に過年度納付されていることを考慮すると、納付意識の高い申立人の義母が

申立期間の保険料を納付したと考えても不自然ではない。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



新潟厚生年金 事案 1150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①のうち、昭和 39年９月１日から 40年２月１日までの

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を 39 年９月１日、資格

喪失日に係る記録を 40 年２月１日とし、当該期間の標準報酬月額を２万円と

することが必要である。 

   また、申立期間②のうち、昭和 43年８月１日から同年 11月３日までの厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を同年８月１日、資格喪失日

に係る記録を同年 11 月３日とし、当該期間の標準報酬月額を３万円とするこ

とが必要である。 

   なお、いずれの事業主も、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 40年３月 25日まで 

② 昭和 43年７月２日から同年 11月３日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間①について、私は、Ａ社Ｃ営業所に昭和 39 年１月ごろに入社し

たが、その際に当該事業所から、「入社後３か月間は試用期間があり、試用

期間後に正社員とする。」との話を聞いていたので、厚生年金保険には同年

４月１日から加入していたと記憶しており、申立期間①が厚生年金保険被保

険者期間となっていないことに納得がいかない。 

    申立期間②について、申立期間②の前に勤務していたＤ社が倒産したため、

その後、同社Ｅ支店で一緒に勤務していた同僚と、Ｂ社を設立し勤務したが、

申立期間②が厚生年金保険被保険者期間となっていないことに納得がいか

ない。 

    いずれの事業所にも勤務していたことは間違いないので、申立期間①及び



②を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、オンライン記録から、Ａ社において、昭和 39 年９

月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる元従

業員二人の雇用保険記録を確認したところ、それぞれ、38 年 12 月 28 日及

び 39年１月 16日に雇用保険に加入していることが推認できるが、いずれの

元従業員も、「自分が入社したときには、申立人は既に入社していた。」と証

言していることから、申立人が申立期間①に同社に勤務していたことが推認

できる。 

    また、申立人は、「試用期間中は厚生年金保険に加入していない。」として

いるところ、上記従業員の一人は、Ａ社において昭和 39年１月 16日に雇用

保険に加入していることが推認できるが、「入社後は試用期間があり、試用

期間中は厚生年金保険に加入していない。」と証言しており、上述のとおり、

当該従業員は、同社において勤務を開始してから約７か月半後に厚生年金保

険に加入していることが確認できる。 

    さらに、雇用保険の加入記録から、申立人は、昭和 40 年２月１日から同

年６月５日まで、いずれかの事業所において雇用保険に加入していることが

確認できるが、オンライン記録から、申立人は、同年４月１日から同年６月

８日まで、Ｆ社において厚生年金保険に加入していたことが確認できること

から、当該雇用保険記録は、同社における記録であることがうかがえ、オン

ライン記録から、Ａ社において、同年３月１日に厚生年金保険被保険者資格

を喪失していることが確認できる元従業員が、「申立人は、私が退職する前

に既に退職していた。」と証言していることを合わせて考えると、申立人は、

同年２月１日の時点では、既に同社Ｃ営業所を退職していたことがうかがえ

る。 

加えて、申立人及び複数の同僚が証言している申立期間当時の当該事業

所の従業員数と、オンライン記録から確認できる厚生年金保険の被保険者

数がおおむね一致する上、申立人と同様の業務に従事していた同僚３人は、

厚生年金保険被保険者としての記録が存在する。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①のうち、昭和 39 年

９月１日から 40 年２月１日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、上記の昭和 39 年９月１日に

Ａ社において厚生年金保険被保険者資格を取得している元従業員の標準報

酬月額の記録から、２万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、不明としているが、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取



得届が提出された場合には、その後に被保険者資格の喪失届を提出する機会

があったこととなるが、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会

保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主

から被保険者資格の取得及び喪失に係る届出が行われていないと認められ

る。その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 39年９月から 40年１

月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の当

該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間②にお

いてＢ社で勤務していたことが確認できる。 

    また、申立期間②当時、Ｂ社の元代表取締役は、「申立人は、Ｂ社が設立

された昭和 43 年７月２日から同社に在籍していたと思う。設立当初から在

籍していた社員は、厚生年金保険に加入させていた。」と証言している上、

オンライン記録によれば、同社は昭和 43 年８月１日に厚生年金保険の適用

事業所となっていることが確認できる。 

さらに、同僚が証言している申立期間当時の当該事業所の従業員数と、オ

ンライン記録から確認できる厚生年金保険の被保険者数がおおむね一致し

ていることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②のうち、昭和 43 年

８月１日から同年 11 月３日までの期間の厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

    また、当該期間の標準報酬月額については、Ｂ社が保管する申立人に係る

給与体系表の記載から、３万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、不明としているが、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取

得届が提出された場合には、その後に被保険者資格の喪失届を提出する機会

があったこととなるが、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会

保険事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主

から被保険者資格の取得及び喪失に係る届出が行われていないと認められ

る。その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 43年８月から同年 10

月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人の当

該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 一方、申立期間①のうち、昭和 39 年４月１日から同年９月１日までの期

間については、申立人及びＡ社において同年１月 16 日に雇用保険に加入し

ていることが推認できる同僚は、「試用期間中は厚生年金保険に加入してい

ない。」と証言しているところ、オンライン記録から、上記同僚は、当該事

業所において同年９月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得している



ことが確認できることから、当該期間については申立人も当該同僚と同様に

試用期間として厚生年金保険に加入していなかったことがうかがえる。 

  また、申立期間②のうち、昭和 43 年７月２日から同年８月１日までの期

間については、オンライン記録から、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは、同年８月１日であることが確認できる上、当該事業所は、「申立

期間当時の資料は保管されておらず、申立てどおりの届出及び保険料の納付

については不明である。」と回答していることから、申立人の申立期間②の

うち、同年７月２日から同年８月１日までの期間における厚生年金保険料の

控除について確認することができない。 
 
４ このほか、申立人の申立期間①のうち昭和 39 年４月１日から同年９月１

日までの期間及び申立期間②のうち 43 年７月２日から同年８月１日までの

期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 
  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該２期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1151 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間のうち、昭和 63年 10月１日から 64年１月１日までの期

間、平成２年 10 月１日から３年１月１日までの期間、同年３月１日から４年

６月１日までの期間、11 年 12 月１日から 17 年２月１日までの期間、同年３

月１日から同年９月１日までの期間及び同年12月１日から19年４月１日まで

の期間の標準報酬月額については、昭和 63 年 10 月から同年 12 月までは 15

万円、平成２年 10 月から同年 12 月まで及び３年３月から同年９月までは 16

万円、３年 10月から４年５月まで及び 11年 12月から 12年１月までは 17万

円、同年２月から 15年３月までは 16万円、同年４月から 16年６月までは 18

万円、同年７月は 17 万円、同年８月及び同年９月は 18万円、同年 10月から

同年 12 月までは 17 万円、17 年１月は 16 万円、同年３月及び同年４月は 17

万円、同年５月は 16 万円、同年６月から同年８月までは 17万円、同年 12月

から 18 年 12 月までは 15 万円、19 年１月は 14 万 2,000 円、同年２月及び同

年３月は 15万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（上記訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 58年１月 14日から平成 19年４月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、疑問を持っ

たので、改めて社会保険事務所（当時）で自分の年金記録について確認した

ところ、Ａ社で勤務していたときの標準報酬月額が、実際に支給されていた

給与額よりも低額に記録されていることが判明した。 

    会社からの届出により記録が訂正された期間もあったが、すでに時効を迎

えた申立期間については、年金記録確認第三者委員会への申立てが必要であ

るとの説明を受けたので、今回申立てを行った。 

    給料支払明細書を提出するので、調査の上、標準報酬月額を正しい記録に

訂正してほしい。 



第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生年金保険の

保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報酬月額を改

定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準

報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、昭和 63年 10 月１日から 64年１月１日まで

の期間、平成２年 10 月１日から３年１月１日までの期間、同年３月１日から

４年６月１日までの期間、11 年 12 月１日から 17 年２月１日までの期間、同

年３月１日から同年９月１日までの期間及び同年12月１日から19年４月１日

までの期間の標準報酬月額については、申立人が保管する給料支払明細書から、

昭和 63年 10月から同年 12月までは 15万円、平成２年 10月から同年 12月ま

で及び３年３月から同年９月までは 16万円、３年 10月から４年５月まで及び

11年 12月から 12年１月までは 17万円、同年２月から 15年３月までは 16万

円、同年４月から 16 年６月までは 18万円、同年７月は 17万円、同年８月及

び同年９月は 18 万円、同年 10 月から同年 12 月までは 17 万円、17 年１月は

16 万円、同年３月及び同年４月は 17 万円、同年５月は 16 万円、同年６月か

ら同年８月までは 17万円、同年 12月から 18年 12月までは 15万円、19年１

月は 14万 2,000円、同年２月及び同年３月は 15万円に訂正することが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る当該期間の保険料の納付義務の履行については、事業主

は不明と回答しているが、給料支払明細書において確認できる厚生年金保険料

控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録上の標準報酬月額が長期にわ

たり一致していないことから、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額

に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係

る保険料（上記訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 58年１月 14日から 63年 10月１日までの期間、

64年１月１日から平成２年 10月１日までの期間、３年１月１日から同年３月

１日までの期間、４年６月１日から 11 年 12 月１日までの期間、17 年２月１

日から同年３月１日までの期間及び同年９月１日から同年 12 月１日までの期

間については、申立人の所持する給料支払明細書から、申立人の報酬月額に基

づく標準報酬月額、又は事業主が源泉控除していたと確認できる厚生年金保険

料額に基づく標準報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬月額と同額か、又

はこれよりも低額であることが確認できることから、記録を訂正する必要は認

められない。 



新潟厚生年金 事案 1152 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 51年 12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を８万 6,000円とする

ことが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 51年 11月 26日から同年 12月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社で勤務

した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないこと

が分かった。 

    Ａ社が発行した辞令及び在職証明書を保管しているので、調査の上、申立

期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録並びに申立人が保管する辞令及び在職証明書から、申立

人が、申立期間において、Ａ社に勤務していたことが確認できる上、同社管理

本部人事部の社会保険事務担当者は、「当時の資料は保管していないが、毎月

の給与計算業務の一連の過程で、申立期間の保険料は控除していたと思う。」

と回答していることから、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和 51 年

10 月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、８万 6,000 円とする

ことが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



   また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1153 

 
第１ 委員会の結論 
   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

資格喪失日に係る記録を昭和 49 年９月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 11万 8,000円とすることが必要である。 
   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 
 
第２ 申立の要旨等 
  １ 申立人の氏名等 
    氏    名 ： 男 
    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月 31日から同年９月２日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社Ｃ工場

に勤務した期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていな

いことが分かった。 

    昭和 44年 12 月にＡ社に入社してから、平成 12年９月に退職するまで、

同社で継続して勤務していた上、昭和 49 年８月分及び同年９月分の給与明

細書を保管しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、Ｂ社から提出された回答書及び申立人が保管する給与明細

書から、申立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 49 年９月２

日にＡ社Ｃ工場から同社本社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場に係る昭和

49 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者原票の記録から、11 万 8,000 円と

することが妥当である。 
   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 



新潟厚生年金 事案 1154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、当該期間のうち平成９年

３月から 10年９月までの期間は 36万円、同年 10月は 41万円、同年 11月及

び同年 12月は 38万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、平成９年３月から 10年 12月までの期間の上記訂正後の標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 平成９年２月３日から 11年１月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間の標準報酬月額が実際の給与支給額と大きく違っていた。 

    申立期間の給与支給明細書を保管しているので、調査の上、申立期間の標

準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が

源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれ

か低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準報酬月額については、申立人が保管している給与

支給明細書において確認できる報酬月額から、平成９年３月から 10 年９月ま

での期間は 36万円、同年 10月は 41万円、同年 11月及び同年 12月は 38万円

に訂正することが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

人が保管している給与支給明細書において確認できる報酬月額とオンライン

記録上の標準報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、実



際の報酬月額を届け出ていないものと認められる。その結果、社会保険事務所

(当時)は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料（上記訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

   一方、申立期間のうち、平成９年２月については、申立人が保管している給

与支給明細書から確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額は、オンライン記

録上の標準報酬月額より低額であることから、記録を訂正する必要は認められ

ない。 



新潟厚生年金 事案 1155 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格取得日に係る

記録を昭和 58年５月 21日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を 15万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 58年５月 21日から同年６月１日まで 

② 昭和 58年６月１日から平成２年８月 21日まで 

「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間①

が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが判明した上、申立期間②

の標準報酬月額が、実際に受け取っていた給与額よりも低額となっているこ

とが判明した。 

その後、年金事務所に照会したが、申立期間①及び②に係る記録は、「ね

んきん定期便」のとおりであるとの回答を受け取った。 

私が保管している昭和 58 年６月分給料支払明細書において、同年５月 21

日からＡ事業所に勤務し、厚生年金保険料が控除されていることが確認でき

るので、申立期間①を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

また、申立期間②の給料支払明細書を保管しているので、調査の上、標準

報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人が保管する昭和 58 年６月分給料支払明細書

において、申立人が同年５月 21 日からＡ事業所に勤務し、申立期間①に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、上記給料支払明細書の保険



料控除額から、15万円とすることが妥当である。 

    なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、雇用保険及び

厚生年金保険の資格取得日がいずれも昭和 58 年６月１日となっており、公

共職業安定所及び社会保険事務所（当時）の双方が誤って同じ資格取得日と

記録したことは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資格取得

日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間①に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 
 
  ２ 申立期間②について、申立人は標準報酬月額の相違について申し立ててい

るが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基

づき標準報酬月額を改定又は決定し、記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額

のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定し、記録訂正の要否を判断することとな

る。 

    申立人の保管する給料支払明細書から、申立期間②の報酬月額は、標準報

酬月額 19万円ないし 38万円に相当する額であることが確認できる一方、申

立期間②の厚生年金保険料控除額は、いずれの月についても、標準報酬月額

15 万円ないし 19 万円に相当する額であることが確認でき、15 万円ないし

19 万円の標準報酬月額は、オンライン記録上の標準報酬月額と同額か、こ

れよりも低額であることが確認できる。 

    また、オンライン記録において、申立期間②における申立人の標準報酬月

額について遡及
そきゅう

訂正等の不自然な処理は見当たらない。 

    このほか、申立人の申立期間②について、申立てどおりの標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1156 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 50 年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000 円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 49年 12月 31日から 50年１月１日まで 

    「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ社に勤務

していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていない

ことが分かった。 

国（厚生労働省）の記録では、Ａ社における厚生年金保険被保険者資格喪

失日は昭和 49年 12 月 31日となっているが、私は、同日付けで同社を退職

したと記憶しているので、資格喪失日は 50年１月１日となるはずである。 

私が保管している昭和 49年 12月分の給料支払明細書において、厚生年金

保険料が控除されていることが確認できるので、申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び申立人が所持する昭和49年12月分の給料支払明細

書から、申立人は、Ａ社に同年 12月 31日まで勤務し、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、上記明細書における厚生年金保

険料の控除額から、４万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、事

業主が資格喪失日を昭和 50 年１月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険

事務所（当時）がこれを 49年 12 月 31日と誤って記録することは考え難いこ



とから、事業主が同日を資格喪失日として届けたものと認められる。その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



新潟国民年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年６月から 45年 11 月までの期間及び 46年１月から 49年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 44年６月から 45年 11月まで 

                    ② 昭和 46年１月から 49年３月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できなかったとの回答を受

け取った。 

20歳になった当時は、国民年金の加入義務があることを知らなかったが、

実家に戻ってきた昭和 49 年ごろ、Ａ町役場（現在は、Ｂ市役所Ｃ支所）か

ら国民年金の加入勧奨の連絡があり、その後、同町役場において加入手続を

行い、その場で過去約５年間分約 30万円ないし 40万円程度の保険料をさか

のぼって一括納付した記憶がある。 

このため、申立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿により、昭

和 50 年１月に払い出されたことが確認でき、この時点では、申立期間の大部

分は時効により保険料を納付することができない。 

また、申立人は、「昭和 49年ごろに、Ａ町役場において過去約５年間分の保

険料を一括納付した。」としており、昭和 49年当時は、第２回特例納付実施期

間中であることから、申立期間は特例納付により納付することは可能であった

ものの、申立人の記憶する納付額は、申立期間の保険料を特例納付により納付

する金額と大きく乖離
か い り

している上、Ａ町役場は、役場では過年度保険料の収納

はできなかったとしているところ、過年度納付及び特例納付の対象となる保険

料を同町役場において一括納付したとするなど、申立人の主張する納付方法に



は不自然な点が見受けられる。 

さらに、国民年金被保険者台帳（紙台帳）及びＡ町役場作成の国民年金被保

険者名簿においても、申立期間の保険料は未納となっていることから、行政側

の記録管理に不自然な点は見当たらない。 

加えて、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申

立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は

無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



新潟国民年金 事案 1159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年４月から同年 10 月までの期間及び 38 年３月の国民年金

保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 37年４月から同年 10月まで 

             ② 昭和 38年３月 

    ｢ねんきん特別便｣が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の保険料の納付事実が確認できなかったとの

回答を受け取った。 

私は、家業の農業を手伝っていたが、Ａ公共職業安定所の紹介でＢ県にあ

る工場の季節労働者の募集があり、そこで昭和 33年 12月から 39 年２月ま

で冬期間のみ勤務をしていた。 

申立期間①及び②の保険料は、私がＢ県の工場から帰ってきた都度、国民

年金の切替の手続を行い、働いて得た給与から納付していたので、申立期間

が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 33年 12月からＢ県にある工場に毎年冬期間のみ勤務してお

り、申立期間①及び②の保険料を当該工場から帰ってきた都度、国民年金の切

替の手続を行い、保険料を納付していたとしているが、オンライン記録により、

平成 12年５月 17日に昭和 37年 11月から 38年２月までの厚生年金保険加入

期間が追加されたのに基づき国民年金の記録が訂正され、訂正前は、37 年４

月から 38 年３月までは連続した一つの未納期間であったことから、申立人が

会社を退職したその都度、国民年金の切替手続を行っていたとは考え難い。 

また、特殊台帳及びＣ町役場（現在は、Ｄ市役所）作成の国民年金被保険者

名簿においても、昭和 37年４月から 38年３月までの期間は未納となっている

上、申立人が所持している国民年金手帳の「昭和 37 年度国民年金印紙検認記

録」欄は、検認印が押されていないことから、申立期間①及び②の保険料が納



付された形跡はうかがえない。 

   さらに、申立人は、昭和 54 年６月ごろにＥ市役所市民課年金係から送付さ

れた「国民年金未納保険料の特例納付について」の案内書（申立期間を含む昭

和 37年度の未納保険料（４万 8,000円）を第３回特例納付により納付勧奨す

る内容）を保管しているが、申立人は、それに基づいて特例納付により保険料

を納付した記憶が無いと証言していることを踏まえると、申立期間①及び②の

保険料を納付したとは考え難い。 

   加えて、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年４月から平成元年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から平成元年６月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け取

った。 

    申立期間当時、夫は数人の職人を雇って個人事業をしており、年々売り上

げが増え役所から法人化するように言われていた。金銭面で不自由をしてい

ない時期に、夫の保険料を納付しながら私の保険料を納付しないとはあり得

ない。数回の引っ越しをしたため、証拠となる書類等は無いが、納得できる

ように未納であるという証拠を提示してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の保険料をその夫の保険料と一緒に納付したとしている

が、オンライン記録により、平成元年６月５日に過年度保険料の納付書が発行

されたことが確認でき、昭和 62年度及び 63年度に保険料の未納期間があった

ものと考えられる上、申立期間は 63 か月の長期間にわたることから、行政側

の瑕疵
か し

によって保険料収納記録が消失したとは考え難い。 

また、Ａ市役所作成の国民年金被保険者名簿及びオンライン記録では、申立

期間に係る保険料の納付記録は確認できない。 

さらに、氏名検索によっても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出

された形跡は見当たらない上、申立期間の保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書控等）は無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年７月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 45年７月から 51年３月まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたのを契機として国民年金保険料の納付記

録を照会したところ、申立期間の納付事実が確認できないとの回答を受け取

った。 

    私の国民年金の加入手続は母が行い、保険料は婚姻前には母が、婚姻後に

は妻が納付をしてくれていたと確信している。数回の引っ越しをしたため、

証拠となる書類等は無いが、納得できるように未納であるという証拠を提示

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身の国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、

加入手続を行ったとするその母は、既に亡くなっているため加入状況及び納付

状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿によ

り、昭和 51 年 10 月 27 日に払い出されたことが確認でき、この時点では、申

立期間の大部分は、時効により保険料を納付することはできない上、婚姻後、

申立人の保険料を納付したとするその妻は、「保険料はその都度納付しており、

まとめて納付したことはない。」と証言していることから、申立人の保険料が

過年度納付及び特例納付により納付されたことをうかがわせる事情は見当た

らない。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申

立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は

無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年９月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年９月から同年 12月まで 

        「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付記録を照会したところ、

申立期間の国民年金加入記録が確認できないとの回答を受け取った。 

私は、前の会社を辞めて新しい会社に就職が決まってから、Ａ市役所Ｂ

地区事務所（現在は、Ａ市Ｃ区役所）に行った際、同事務所の職員から国民

年金への加入を勧められ、その場で加入手続を行い、保険料を納付したと記

憶している。 

このため、申立期間が国民年金の未加入期間とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する三制度共通の年金手帳には、国民年金手帳記号番号及び

「国民年金の記録（１）」欄が記載されていない上、オンライン記録において

も、国民年金手帳記号番号が確認できないことから、申立期間は国民年金の未

加入期間であり、納付書が発行されず保険料を納付することができなかったも

のと考えられる。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、申

立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申立期間

の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は無く、

ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟国民年金 事案 1163 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 52年４月から同年８月まで 

    「ねんきん特別便」及び「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認

したところ、申立期間が未加入とされていた。改めて国民年金保険料の納付

記録を照会したところ、国民年金手帳記号番号が基礎年金番号に統合されて

いないことが判明し、その後、記録統合の手続を行ったことから未加入期間

は無いものと思っていた。 

    私は、昭和 52 年４月に会社を退職後、Ａ区役所に出向き、国民年金の加

入手続を行い、保険料を納付していたと記憶している。将来のことを考え、

会社勤務時代に貯めたお金から保険料を納付していたにもかかわらず、申立

期間が未加入期間とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、オンライン記録により、Ｂ町（現在は、

Ｃ市Ｄ区）転居後の昭和 52 年９月４日ごろに払い出されたことが推認できる

ことから、申立人がＡ区役所において国民年金加入手続及び保険料納付を行っ

たとは考え難い。 

また、オンライン記録及び特殊台帳により、申立人は、昭和 52 年９月１日

を資格取得日として強制加入していることが確認できることから、申立期間は

国民年金の未加入期間であり、納付書が発行されず保険料を納付することがで

きなかったものと考えられる。 

さらに、国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査及び氏名検索によっても、

申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、申

立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控等）は

無く、ほかに保険料納付をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



新潟厚生年金 事案 1157 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 41年１月 31日から同年４月 25日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かったので、年金事務所

に照会したところ、やはり申立期間は厚生年金保険被保険者期間となってい

なかった。 

    昭和 41 年の初めごろ、数か月の間、Ａ社に臨時職員として勤めていた記

憶があるので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ社における作業内容、同社のＢ製品及び申立期間当時の同社の

事業所所在地を記憶しているところ、その内容は、オンライン記録により、申

立期間当時、同社で厚生年金保険に加入していたことが確認できる３人の従業

員の証言内容及び同社の商業登記簿の記載内容と一致していることから、申立

人が申立期間において、同社に勤務していた可能性は否定できない。 

   しかしながら、上記３人の従業員はいずれも、「申立人を記憶していない。」

と証言している上、Ａ社は、「当時の書類が保存されていないため、勤務実態

も不明である上、申立てどおりの届出や保険料納付を行ったかは不明である。」

と回答していることから、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険

の適用状況等について確認することができない。 

   また、申立人は、「健康保険証を会社から受け取った記憶が無い。」としてい

る上、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を控除されてい

た具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除されていたこと

を確認できる給与明細書等の資料も無い。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1158 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月から 20年８月 15日まで 

    年金請求時に、自身の年金記録を確認したところ、社会保険事務所（当時）

から、申立期間は厚生年金保険被保険者期間となっていない旨の回答を受け

取ったが、このたび再度照会したところ、同様の回答を受け取った。 

    申立期間は、Ａ社の子会社であるＢ事業所（現在は、Ｃ社）に派遣されて

いた期間なので、厚生年金保険に加入していたと思う。 

    給与明細書等の資料は無いが、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「自分は、Ａ社Ｄ工場に勤務していたが、その後、同社の子会社

であり、Ｅ県Ｆ区Ｇ地＊丁目に所在するＢ事業所に異動となった。」としてい

るところ、Ｂ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、そ

の所在地が「Ｈ区Ｇ地＊ノ＊」と記載されていることが確認できる上、元事業

主の親族は、「申立期間当時、Ｂ事業所はＡ社の仕事をしていた。」と証言して

いることから、期間は特定できないものの、申立人が、Ｂ事業所に勤務してい

たことがうかがえる。 

   しかしながら、Ｃ社は、「当時の資料も無いため、申立人のことについては

調べられない。」と回答している上、Ｂ事業所に係る健康保険労働者年金保険

被保険者名簿において、厚生年金保険に加入していることが確認できる元従業

員の所在はいずれも確認できないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険の適用状況等について確認することができない。 

   また、申立人は、当時の事業主の氏名を挙げているが、Ｂ事業所に係る健康

保険労働者年金保険被保険者名簿において、当該人物の氏名は確認できない上、



上記親族は、「その氏名に記憶は無い。」と証言している。 

   さらに、Ｂ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿には、申立期

間において申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、

申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたものとは考え難い。 

   加えて、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1159 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 31年３月 26日から同年８月 25日まで 

    年金裁定請求時に、申立期間が厚生年金保険被保険者期間ではないことに

気づいていたが、「ねんきん定期便」が送付されたので記録を確認したとこ

ろ、やはり申立期間は、厚生年金保険被保険者期間となっていなかった。 

    私は、昭和 31 年の春に、中学校の推薦によりＡ社に入社し、現場作業の

仕事を担当していた。 

    勤務していたことは確かなので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「申立期間当時、Ａ社の慰安旅行で、Ｂ地の温泉旅館に宿泊した

ことがある。」と主張し、当時の写真を保管しているところ、オンライン記録

から、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に加入していることが確認で

きる元従業員は、「慰安旅行で、Ｂ地にある温泉旅館に一度だけ宿泊したこと

がある。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立人が同

社に勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

当時の事業主も不明であることから、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の

適用状況等について、確認することができない上、オンライン記録から、同社

において厚生年金保険に加入していることが確認できる従業員３人はいずれ

も、「Ａ社では、新入社員に対して見習期間を設けており、見習期間中は厚生

年金保険に加入していなかった。」と証言している。 

   また、申立人は、「中学校卒業直後に入社した。」と申し立てているところ、

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿において、厚生年金保



険被保険者資格を取得していることが確認できる元従業員のうち、昭和 29 年

度から 33 年度までの期間において、その生年月日から、中学校卒業直後に同

社に入社したと思われる元従業員が７人確認できる。 

このうち、照会することのできた６人はいずれも、「私は中学校卒業直後に

Ａ社に入社した。」と証言しているが、当該６人は、入社したと思われる時期

の１か月ないし 10 か月を経過した後に、Ａ社において厚生年金保険被保険者

資格を取得していることが確認できる。 

   さらに、上記７人のうち、残りの１人の夫は、「妻は、『私は中学校卒業直後

の、昭和 31年春にＡ社へ入社した。』と話していた。」と証言しているところ、

オンライン記録から、当該元従業員は、Ａ社において昭和 31年 12月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   これらを総合的に判断すると、Ａ社では、中学校卒業直後に入社した従業員

については、採用と同時に厚生年金保険に加入させておらず、採用してから一

定期間経過後に加入させる取扱いを行っており、申立人は、当該期間が経過す

る前に同社を退社したため、厚生年金保険の加入対象者とならなかったことが

うかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1160 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 46年１月１日から 49年５月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間中は、Ａ社に在籍し、Ｂ事業Ｃ施設作業所で勤務したことは間違

いないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「私は、申立期間当時、Ｄ社が施工主として工事を行っていたＢ

事業Ｃ施設の作業所で、同社の下請事業所であったＡ社の従業員として、現場

管理の仕事をしていた。」と申し立てているところ、申立人が氏名を記憶して

いる元同僚二人は、「Ｂ事業Ｃ施設工事は、Ｄ社が施工主であり、Ａ社は、下

請事業所として当該工事を行っていた。申立人が、同社の従業員であったかど

うかは分からないが、申立人は、当該工事現場の作業所でＥ工事の仕事をして

いた。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立人が、Ｄ

社が施工主として工事を行っていたＢ事業Ｃ施設作業所に勤務していたこと

がうかがえる。 

   しかしながら、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 49 年６月１日に厚

生年金保険の適用事業所となっていることが確認できる上、同社の元取締役は、

「申立期間当時のことは不明である。」と回答していることから、申立人の勤

務実態及び厚生年金保険料の控除等について確認することができない。 

   また、オンライン記録から、Ａ社において厚生年金保険に加入していること

が確認できる元従業員は、「私は、昭和 46年４月から 49年 12月までＡ社に勤

務し、勤務期間中の 47年６月から 49年 12 月までＣ施設作業所で工事主任を

していた。」と証言しているところ、当該従業員は、同社において昭和 49年６



月１日に厚生年金保険被保険者の資格を取得していることが確認できる。 

   さらに、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1161 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 50年 11月 20日から 54年２月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かったので、社会保険事

務所（当時）に照会したところ、やはり申立期間は厚生年金保険被保険者期

間となっていなかった。 

    申立期間当時は、Ａに本社があるＢ事業所の日本駐在員連絡事務所である、

Ｃ事業所に勤務していた。その後、当該事業所は法人化され、Ｄ社に社名が

変更になった経緯があるが、同社に勤務していた期間は、厚生年金保険に加

入していた。 

    調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 50年 11月 20日から 54年２月１日まで、Ｃ事業所に勤務し、

厚生年金保険に加入していたと主張しているところ、申立人が記憶している同

僚のうちの二人の証言から、申立人が申立期間において当該事業所に勤務して

いたことが推認できる。 

   しかしながら、オンライン記録において、Ｃ事業所という名称の厚生年金保

険適用事業所は確認できない上、申立人は申立期間中、国民年金に加入し保険

料を納付しており、Ｄ社が厚生年金保険適用事業所となった昭和 54 年２月１

日に、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得していることが確認できる。 
   また、上記二人の同僚はいずれも、「Ｃ事業所に勤務していた期間は厚生年

金保険に加入しておらず、昭和 54 年２月１日に、当該事業所が法人化されて

Ｄ社となったときに、同社は厚生年金保険の適用事業所となり、従業員も厚生

年金保険に加入した。申立期間当時は、国民年金に加入していた。」と証言し



ているところ、オンライン記録から、当該二人は、申立人と同様、申立期間に

おいて国民年金に加入していたことが確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料

を控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除

されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 
   加えて、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当らない。 
   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1162 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： ① 昭和 43年５月１日から同年 10月１日まで 

② 昭和 44年４月１日から同年７月１日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、Ａ施設及び

Ｂ施設で勤務していた期間のうち、申立期間が厚生年金保険被保険者期間と

なっていないことが分かった。 

    昭和 40年４月１日から 45年４月１日まで、施設に継続して勤務していた

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、オンライン記録から、申立人は、昭和 42 年４月１

日から 43 年５月１日までの期間はＢ施設において、同年 10 月１日から 44

年４月１日までの期間はＡ施設において、それぞれ厚生年金保険に加入して

いることが確認できる上、事業主は、「申立人は、昭和 40 年４月１日から

45 年４月１日まで継続して当施設に勤務しており、申立期間①当時は、Ａ

施設に勤務していた。」と回答していることから、申立人は申立期間①も、

Ａ施設又はＢ施設で勤務していた可能性は否定できないものの、事業主は、

「当時の書類は残っていない。」と回答していることから、申立人の申立期

間①に係る勤務実態や厚生年金保険の適用状況等について、確認することが

できない。 

    また、オンライン記録から、申立期間①当時、Ａ施設において厚生年金保

険に加入していたことが確認できる元職員は、「申立人は、昭和 43年＊月＊

日の出産後も、施設で継続して勤務していたと思うが、申立人が申立期間①

中に、どちらの施設に勤務していたかは定かではない。」と証言している。 

    さらに、申立人のＢ施設に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記載



から、申立人の健康保険被保険者証は、昭和 43年５月 17日に返納されてい

ることが確認できる上、申立人の元夫の健康保険厚生年金保険被保険者原票

の記載から、申立人は、申立期間①中の同年５月 13 日から 55 年 10 月 18

日までの期間、その長女とともに、元夫の被扶養者となっていることが確認

できるなど、申立人が、申立期間①中に厚生年金保険に加入していたことが

うかがえない。 

    加えて、雇用保険の記録から、申立人は、昭和 42 年４月１日に雇用保険

に加入していることが確認できるが、43年３月 31日に離職しており、申立

期間①中は、雇用保険に加入していたことが確認できない。 

    また、オンライン記録から、申立期間①直前の昭和 43 年４月１日から同

年 10 月１日まで、Ｂ施設において厚生年金保険に加入していることが確認

できる元職員は、「申立人と一緒に、Ｂ施設で勤務したことは無い。」と証言

していることから、申立人が、申立期間①において、Ｂ施設で勤務していた

ことはうかがえない。 

 

  ２ 申立期間②について、オンライン記録から、申立人は、昭和 43年 10月１

日から44年４月１日までの期間及び同年７月１日から45年４月１日までの

期間、Ａ施設において厚生年金保険に加入していることが確認できる上、事

業主は、「申立人は、昭和 40年４月１日から 45年４月１日まで継続して当

施設に勤務しており、申立期間②当時は、Ａ施設に勤務していた。」と回答

していることから、申立人は申立期間②も、Ａ施設又はＢ施設で勤務してい

た可能性は否定できないものの、事業主は、「当時の書類は残っていない。」

と回答していることから、申立人の申立期間②に係る勤務実態や厚生年金保

険の適用状況等について、確認することができない。 

    また、雇用保険の記録から、申立人は、申立期間②中の昭和 44 年６月１

日から雇用保険に加入していることが確認できるものの、オンライン記録か

ら、申立期間②中にＡ施設で厚生年金保険被保険者資格を取得し、当該期間

中に資格を喪失していることが確認できる元職員は、「施設に勤務していた

当時の申立人のことを知らない。」と証言しており、申立期間②当時、Ａ施

設において厚生年金保険に加入しているその他の職員のうち３人はいずれ

も、「申立人は、毎日は出勤していない。」と証言していることから、申立人

は、申立期間②当時、Ａ施設で勤務していた可能性がうかがえるものの、そ

の勤務日数が少なかったため、厚生年金保険加入対象者として取り扱われて

いなかったことが推認できる。 

    さらに、上述のとおり、申立人は、申立期間②当時も元夫の被扶養者であ

ったことが確認できる上、申立人のＡ施設に係る健康保険厚生年金保険被保

険者原票の記載から、申立人の健康保険被保険者証は、昭和 44 年４月９日

に返納されていることが確認できるなど、申立人が、申立期間②中に厚生年



金保険に加入していたことがうかがえない。 

    加えて、オンライン記録から、申立期間②当時、Ｂ施設において厚生年金

保険被保険者資格を取得した元職員は、「申立人は、Ａ施設で勤務していた。」

と証言していることから、申立人が、申立期間②において、Ｂ施設で勤務し

ていたことはうかがえない。 

 

  ３ 申立人はいずれの申立期間についても、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていた具体的な記憶が無く、いずれの申立期間についても厚

生年金保険料が控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無

い。 

    このほか、申立人のいずれの申立期間についても、厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 
    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1163 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 35年３月から同年 12月まで 

社会保険事務所（当時）に自分の年金記録について相談に出向いたところ、

申立期間が厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

私は、申立期間中、Ａ社Ｂ出張所で、現場作業者として勤務していた。 

Ａ社は大手の会社であるから、おそらく厚生年金保険に加入させてくれて

いたと思うので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「自分は、Ａ社の正社員である親族の紹介により、同社Ｂ出張所

で勤務した。」と申し立てているところ、当該親族は、オンライン記録から、

申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険に加入していることが確認でき、「私

が申立人をＡ社Ｂ出張所で勤務するように誘った。申立人は現場作業者として

勤務していた。」と証言していることから、期間は特定できないものの、申立

人は、同社Ｂ出張所において勤務していたことが推認できる。 

   しかしながら、Ａ社総合事務センターは、申立人の勤務実態及び厚生年金保

険料の控除等の状況について、「申立人の在籍記録は無く、保険料の控除、申

立てどおりの届出及び保険料の納付は行っていない。現場勤務者については、

現場ごとに厚生年金保険への加入の可否を判断していたものと思われ、加入記

録が無い旨申立てをされた方は、現場で非加入の判断をしたものと考えられ

る。」と回答している。 

   また、申立期間当時、Ａ社Ｂ出張所において、労務担当の仕事をしていた元

従業員は、申立期間当時の、従業員の厚生年金保険への加入について、「当時、

Ｂ出張所の現場では大勢の人が働いていたが、全員が厚生年金保険に加入して



いたわけではなく、厚生年金保険に加入できたのは、Ａ社本社採用の社員だけ

で、現場では幹部に当たる社員だけであった。現場作業者は、厚生年金保険に

加入していなかった。」と証言している。 

   さらに、Ａ社Ｂ出張所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿か

ら、申立期間前後に、厚生年金保険に加入していることが確認できる元従業員

13 人に、その雇用形態及び業務内容を照会したが、申立人と同様の雇用形態

及び業務内容の者は確認できない。 

   これらを総合的に判断すると、申立期間当時、現場作業者としてＡ社Ｂ出張

所に勤務したとする申立人は、厚生年金保険加入対象者として取り扱われてい

なかったことがうかがわれる。 

   加えて、申立人は申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



新潟厚生年金 事案 1164 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

        申 立 期 間 ： 昭和 48年３月１日から同年８月 23日まで 

    「ねんきん特別便」が送付されたので記録を確認したところ、申立期間が

厚生年金保険被保険者期間となっていないことが分かった。 

    申立期間中は、Ａ社に勤務しており、厚生年金保険料が給与から控除され

ていたと記憶しているので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が当時の同僚として氏名を挙げた者の証言から、申立人が、申立期間

のうち昭和 48 年５月から同年８月まで、Ａ社に勤務していたことが推認でき

る。 

   しかしながら、Ａ社の当時の事業主は、既に亡くなっている上、その娘は、

「会社は既に解散しており、資料も保管していない。」と回答していることか

ら、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除等の状況について確認するこ

とができない。 

   また、申立人は、「申立期間当時は、社長及びその奥さんを除くと、私以外

に二人の従業員がいた。」としているものの、オンライン記録から、昭和 48

年４月２日から 49年７月 31日までの期間、Ａ社の事業主及びその妻が厚生年

金保険に加入していることが確認できる一方、申立人以外の二人の従業員は、

厚生年金保険に加入していることが確認できないことから、申立期間において、

同社は、従業員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 48年３月 1日から同年４月までは、同僚か

ら証言を得ることができないため、勤務実態が確認できない。 

   加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立期間にお



いて申立人の氏名は無い上、健康保険の整理番号に欠落も無いことから、申立

人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたものとは考え難い。 

   また、申立人は、申立期間において事業主により給与から厚生年金保険料を

控除されていた具体的な記憶が無く、申立期間に係る厚生年金保険料が控除さ

れていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 


